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●ふるさと納税の理念
「ふるさと納税」論議は、平成19年５⽉の総務⼤⾂の
問題提起から始まりました。多くの国⺠が、地⽅のふる
さとで生まれ、教育を受け、育ち、進学や就職を機に都
会に出て、そこで納税をする。その結果、都会の地⽅団
体は税収を得るが、彼らを育んだ「ふるさと」の地⽅団
体には税収はない。そこで、今は都会に住んでいても、
自分を育んでくれた「ふるさと」に、自分の意思で、い
くらかでも納税できる制度があっても良いのではないか、
という問題提起です。（ふるさと納税研究会報告書
（H19.10）より）

●思わぬ副作用
理念は上のように納得できるものですが、⼆つの問題が
あります。その一つはふるさと納税すると納税額が2千
円を超える部分が、市⺠税や所得税で還付される事です。
更に納税額に応じて返礼品が貰える事です。ふるさと納
税を増やすためこの返礼品を高額にしたため、結果的に
2千円で高額の返礼品が得られる事になり、返礼品目的
でふるさと納税する事態が発生し、ふるさと納税の理念
と相容れない事になりました。この問題を少しでも緩和
するため、返礼品を地場産品に限り、かつ納税額の3割
以下に、全体の経費を5割以下に抑える対応を取りまし
た。

●ふるさと納税の使い道（朝日新聞2023/04/14）
右図はふるさと納税
の上位20自治体の寄
付の使い⽅を表した
ものですが、寄付の
52.6％が経費に消え
ているという事です。

全国の経費率の平均は隠れ経費を除いて2021年度の実
績で46.4％です。
ふるさと納税で得られる実質利益がふるさと納税額の約
半分に留まっています。ふるさと納税が多くの経費に消
え、寄付の半分しか自治体の増収に寄与していない事は
問題と考えます。

●和泉市の状況は
和泉市の実績は下表ですが、問題となっている経費率
（納税額の内の経費の割合）が R3実績で30％で全国と
比べて少ないレベルにあります。

●国の補填
他市への寄付に伴う市税還付に対し、その75％を地
⽅交付税として国が自治体に補填します。国⺠の税
⾦を投⼊して⽭盾のある「ふるさと納税制度」を維
持すべきか、甚だ疑問です。
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ふるさと納税に矛盾、自治体の収入は納税額の約半分

ふるさと納税制度の課題を今話題のチャット

GPTで検索すると次ページのようになりまし

た。
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ふるさと納税は、地⽅自治体の税収増加や地域活性化に
貢献する一⽅、以下のような課題が指摘されています。
1 地⽅自治体間の競争激化
ふるさと納税は、返礼品の充実度や税制優遇措置の内
容によって、各自治体の⼈気度が異なります。そのた
め、自治体間で返礼品の競争が激化し、偏った寄付が
発生することがあります。

2 本来の目的からの脱線
ふるさと納税は、地域活性化や地⽅自治体の財政支援
が目的ですが、返礼品を目当てに寄付する⼈も多くい
ます。そのため、返礼品の充実度に対して適切な寄付
額が⾏われず、本来の目的から脱線することがありま
す。

3 高額返礼品への偏重
返礼品の充実度が高い自治体への寄付が多くなること
から、自治体側も高額な返礼品を用意しようとする傾
向があります。しかし、そのような返礼品に多額の税
⾦が使われることで、本来の目的から逸脱することが
あります。

4 ⾏政負担の増⼤
ふるさと納税を運営する自治体にとって、寄付者の数
や⾦額に応じた返礼品の発送や税⾦の処理などの⾏政
業務が増加します。そのため、自治体にとっては⾏政
負担が⼤きくなることが課題となります。

5 寄付者の利益誘導
一部の自治体では、寄付者が寄付する自治体を限定す
る「寄附⾦集中条例」を定めていることがあります。
これは、自治体側が寄付者を引きつけるために、自分
たちの自治体に寄付を促すことを意図しています。し
かし、これによって寄付者の選択肢が限られてしまい、
本来の目的に反することがあります。

●門前払いの判決
高額返礼品などで多額の寄付収⼊を得
たとして、国が特別交付税を89％減額
したのは違法として減額決定の取り消
しを求めた裁判で、控訴審の判断が出
ました
1審判決は、市の訴えは交付税を受けら
れるか否かという法律上の利益にかか
わるもので、訴えは有効と判断し、こ
のような多額の減額決定は違法と判断
しました。一⽅今回の控訴審は⾏政同
⼠で争われる場合は、⾏政内部の調整
にゆだねるのが基本であり、特別交付
税の配分に不服がある場合は、総務省に審査を申し⽴

てるなど、地⽅交付税法固有の紛争回避の手段による
べきであり、訴訟による解決にゆだねることは相当と
は言えないとしました。減額決定そのものが違法か否
かの判断には踏み込まず、門前払いの判断です。市の
関係者は審査申し⽴てなどが全て却下された結果訴訟
に訴えたもので、高裁の判断に疑問を投げかけていま
す。

●泉佐野市のふるさと納税訴訟今回が2度目
泉佐野市にはかつてふるさと納税に関する最高裁判決
があります。
国は激しい返礼品競争を防止するため返礼品を寄付額
の3割以下とするような法律改正を⾏いました。更に
この法律に反しているか否かを法律の改正にさかのぼ
って審査するとしました。この結果泉佐野市は法律に
反することになりふるさと納税制度から除外する処分
を受けました。市はこのような処分は「後出しじゃん
けん」で違法であるとこの処分の取り消しを求めまし
た。最高裁は返礼品の市の対応は社会通念上節度を⽋
いていたと評価されてもやむを得ないが、市を制度か
ら除外した処分は違法であると判断し、市が勝訴・確
定しました。

●1勝１負
今回の判決に対し市は上告を
検討するとしていますが、今
のところ1勝１負で、地⽅自
治体が国を訴える珍しい例で
す。

昌子の日記＆予定
5/2 和泉中央駅会報配布 5/6 万葉講座
5/9,10 和泉中央駅会報配布 5/11 府中駅会報配布
5/12 和泉中央駅会報配布、こども食堂
5/13 「⼤⼾川ダムと琵琶湖の役割検証」Zoom会議
5/14 緑ケ丘⼥性消防クラブ総会
5/16 和泉中央駅会報配布
5/17 ⾹害をなくす議員の会定例会
5/18 総務企画委員会⾏政視察 東京都千代田区役所

「災害備蓄倉庫管理業務の委託について」
5/19 視察2日目 静岡市「災害時のペットの避難」
5/22 北信太駅会報配布 5/24 水道勉強会
5/25 和泉府中駅会報配布、臨時議会
5/26 かがやけ石尾っ子の会総会
5/27 高齢社会をよくする⼥性の会/⼤阪総会
5/28 緑ケ丘自主防災訓練
5/31 泉北環境施設整備組合定例会

《事務所行事》いずれも小林昌子事務所で
連絡先 自宅 TEL 0725-54-2626

事務所 ＴＥＬ ０７２５－５３－４４５１
（事務所 緑ケ丘１－３－１５）

パソコン講座（コロナ収束迄休講中です）
・第2、第4週の火曜10時～12時、
同じく 木曜14時～16時

市政相談会（事前にご連絡下さい）
・第２、４水曜日 ２０：００～２１：３０

ふるさと納税の課題について チャット GPTは

ふるさと納税 泉佐野市逆転敗訴
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政令市を除く府内⾃治体の住⺠⼀⼈当たりの借⾦の状況は下表のとおりです。（令和 3年度決算から 単位円）
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大阪府内⾃治体の借⾦体質に関するラン
キングを左記に掲載します。
借⾦体質を端的に表す表が５つ目の実質
的債務です。借⾦である地⽅債から貯⾦
である各種基⾦を引いたもので、住⺠⼀
⼈当たりの値です。
最悪が高石市、財政が厳しいといわれて
いる泉佐野市が 3 位、続いて、岬町が第
４位、忠岡町５位、泉南市が７位と続
き、泉州地区の⾃治体が債務負担の多い
⾃治体の多くを占めています。茨木市や
摂津市、高槻市等の北摂地域の⾃治体の
債務負担は小さく明暗は極めてはっきり
しています。その中で和泉市は３０位と
健闘していますが、まちづくり事業等大
型事業が続くことを考慮すると、予断を
許しません。⼀⽅で借⾦負担が少ない⾃
治体が⽥尻町で、唯⼀貯⾦が借⾦を上回
り圧倒的です。

●地⽅債とは
地⽅公共団体が財政上必要とする資⾦を
外部から調達することによって負担する
債務で、その履⾏が⼀会計年度を超えて
⾏われるものをいいます。
●財政調整基⾦とは
地⽅公共団体が年度間の財源の変動に備
えて積み⽴てる基⾦。財源に余裕がある
年度に積み⽴てておき、災害など必要や
むを得ない理由で財源不⾜が⽣じた年度
に活用する。
●減債基⾦とは
府債の借入先の大半は「債券市場」から
であり、「満期⼀括償還⽅式」による債
券を発⾏することにより借入れを⾏って
います。このため、満期時に⼀度に多額
の償還財源が必要になり、府債（地⽅
債）の本来の機能である「世代間の公
平」を果たせなくなることから、満期日
が来るまでの間、⼀定のルールに基づい
て償還財源を積⽴てる基⾦を設置し、満
期日に備えるようにしています。
●特定目的基⾦
特定の目的のために財産を維持し、資⾦
を積み⽴てるために設置される基⾦


